
（ ）

1,893

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

森林環境保全整備事業費

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

令和２年度までは岩手県、宮城県、福島県で事業を実施していたが、
令和３年度は福島県のみで事業を実施予定であること等により減額と
なっている。

3年度要求

事業番号 0098

2,254 1,893

国土強靱化施策、地球温暖化対策

2年度当初予算

2,254

計

・森林・林業基本計画（平成28年５月24日閣議決定）
・森林整備保全事業計画（令和元年5月28日閣議決定）
・全国森林計画（平成30年10月16日閣議決定）

- -

2,254 1,893

関係する
計画、通知等

令和2年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

2,477 2,336 2,149 2,526 1,893

2,223 2,057

執行率（％） 77% 95% 96%

平成25年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東日本大震災の被災地に所在する国有林野において、間伐等の適切な森林整備による「災害に強い森林づくり」を進めるとともに、放射性物質の影響を受けた
森林の整備に対する被災地のニーズを踏まえた事業を実施することにより、地域の森林・林業・木材産業の再生を図る。

前年度から繰越し 120 238 167

1,913

-

補正予算

予備費等

当初予算 2,254

272

30年度

東日本大震災の被災地に所在する国有林野において、間伐等やこれと一体となった路網の整備等を実施。
　なお、 国有林野の管理経営に関する法律に基づき、農林水産大臣が管理経営基本計画を定め、これに即して森林管理局長が樹立した地域管理経営計画と国
有林野施業実施計画に基づき事業を実施している。

- -

2,595

- -

▲ 272 -

-

森林整備事業（直轄） 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　増田　直樹

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し ▲ 238

計

令和元年度

公共事業

▲ 167

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

2,265

実施方法

平成29年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・森林・林業基本法第12条
・森林法第7条の2
・国有林野の管理経営に関する法律第3条、4条、6条

主要政策・施策

東日本大震災復興特別会計

当初予算＋補正予算に対する
執行額の割合（％）

74% 98% 91%



年度5

5 年度
平成29年度 30年度 令和元年度

中間目標 目標最終年度

- 年度

- - 176 - -

- - -

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

- 65.4

67.2

97.3 -

-

-

達成度

-

-

-

年度

-

74.5

-

- - 99.4 - -

177 207

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
％

令和5年度まで、生産性の
高い林業経営の確立に必
要不可欠な林道等の林業
基盤整備により、木材の安
定的かつ効率的な供給に
資することが可能となる育
成林の資源量を20億7千万
m3に増加させる。
（令和元年度成果実績は暫
定値）

生産性の高い林業経営の
確立に必要不可欠な林道
等の林業基盤整備により、
木材の安定的かつ効率的
な供給に資することが可能
となる育成林の資源量

成果実績 千万㎥

目標値

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

成果指標 単位

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

市町村森林整備計画等に
おいて水源涵養機能維持
増進森林及び山地災害防
止機能/土壌保全機能維持
増進森林に区分された育成
林のうち、土壌を保持し、水
を育む機能が良好に保たれ
ている森林の割合

( 市町村森林整備計画等に
おいて水源涵養機能維持
増進森林及び山地災害防
止機能/土壌保全機能維持
増進森林に区分された育成
林のうち、土壌を保持し、水
を育む機能が良好に保たれ
ている森林の面積 ÷ 市町
村森林整備計画等におい
て水源涵養機能維持増進
森林及び山地災害防止機
能/土壌保全機能維持増進
森林に区分された育成林の
面積 )

千万㎥

令和５年度までに、市町村
森林整備計画等において
水源涵養機能維持増進森
林及び山地災害防止機能/
土壌保全機能維持増進森
林に区分された育成林のう
ち、土壌を保持し、水を育む
機能が良好に保たれている
森林の割合を約75%にまで
向上させる。

定量的な成果目標

％

達成度 ％

地球温暖化対策
関係

横断的な施策に
係る成果目標
及び成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 分類

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
農林水産省政策評価・事業実施都道府県等からの実績報告により、当該年度において実施された間伐面積等を集計し、実績値を把握。

- -

-

- -

算
出
方
法

毎年度環境省がとり
まとめ、公表している
「地球温暖化対策予
算」において、森林吸
収源対策として、温

室効果ガスの削減に
効果がある事業の予
算額の合計を当該年
度の森林吸収量で除

して算出。

う
ち

、

直
接
効
果

成果実績 円/t-CO2 - - -

１t当たりのCO2削減
コスト

成果実績 円/t-CO2 4,670 4,361 - - -

目標値 円/t-CO2 - -

達成度 ％ - - - - -

- -

- -

目標値 円/t-CO2 - - - - -

達成度 -％

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

農林水産省政策評価・事業実施都道府県等からの実績報告により、当該年度において開設された林道の延長等を把握し、木材として安定的か
つ効率的な供給に資することが可能となる森林の資源量を把握。

単位 平成29年度 30年度 令和元年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

目
標
・
指
標

森林吸収源対策につい
ては、林野庁関係の

様々な事業をもって実施
しているところ。個々の
事業については、森林・
林業・木材産業を巡る情
勢を踏まえつつ、毎年度
予算措置がなされるもの
であり、その具体的な削
減目標等について定量
的に設定することは困難
であることから、森林・林
業・木材産業を巡る情勢
を踏まえつつ、コストの
低減に努めることとす

る。
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-

達成度 ％ -

市町村森林整備計画等において水源涵養機能維持増
進森林及び山地災害防止機能/土壌保全機能維持増進
森林に区分された育成林のうち、土壌を保持し、水を育
む機能が良好に保たれている森林の割合

生産性の高い林業経営の確立に必要不可欠な林道等
の林業基盤整備により、木材の安定的かつ効率的な供
給に資することが可能となる育成林の資源量
（令和元年度実績値は暫定値）

実績値 千万㎥

施策 ⑰　森林の有する多面的機能の発揮

政策 ４　森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展

定量的指標 単位 平成29年度 30年度 令和元年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 5 年度

中間目標

実績値 ％ -

単位
年度年度

1,263

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

国による直轄事業により、国有林野における間伐等の森林の整備や、それに必要となる路網の整備等を実施。
　国土の保全、水源の涵養、地球温暖化の防止、生物多様性の保全、木材等の林産物の供給等国民のニーズに応じた森林の有する多面的機能を持
続的に発揮させるとともに、森林吸収量の算入上限値3.5%の確保（平成25年から令和2年の平均・平成2年度を基準）の達成に向けて、間伐や針広混交
林化等による土壌を保持する能力や水を育む能力の維持向上、森林の多様性の維持増進、森林資源の循環利用に寄与する。

-

- 5
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

取組
事項

分野： - -

1,913百万円/2千ha

30年度

2,057百万円/2千ha

177 -

2 2 2

- - 176 - -

目標値 千万㎥ - -

-

207

-

-

年度 年度

-

-

-

-

単位

執行額／活動実績

単位当たり
コスト

30年度 令和元年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

- -

年度

65.4 -

目標値 ％

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

-

千ha

2,223百万円/2千ha 2,526百万円/2千ha

2年度活動見込

1,188 1,094

計画開始時

森林施業面積

元年度 2年度

1,211

活動実績

令和元年度

百万円/千ha

2 2 2

平成29年度 30年度 令和元年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

千ha

計算式
　執行額　/
森林施業面
積

単位

- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

74.5

目標最終年度

67.2 -

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

2

2

-

2

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

事業所管部局による点検・改善

受益者は国民全体であるため、負担関係は明確である。

国
費
投
入
の
必
要
性

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

不用額発生の理由は、主に入札執行時の差額であり、執行
率は96%である。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

活動実績は見込みに見合ったものである。

○

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

本事業の実施に当たっては、効率的な作業方法を積極的に
導入する等、コスト削減や効率化に向けた取組を実施してい
る。

森林整備保全事業計画に基づく国有林・民有林一体の成果
目標に対する達成度は、97～99%である。

○

費目・費途は事業目的に即し、必要最小限としている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

政策目的は、国有林野が有する公益的機能の維持増進、森
林の有する多面的機能の発揮に寄与するものであり優先度
は高い。

単価の異なる多種な作業種が含まれており、単純に単位当た
りコストを比較することは困難であるが、人件費単価の上昇
等がある中で、コスト縮減に努め、一定水準を維持している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

本事業は、一般競争入札及び総合評価入札により事業発注
を行っているが、技術者不足等により一部事業において一者
応札となっている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

整備された国有林野は国土保全上重要な奥地脊梁山地や水
源地域に広く分布しており、国土保全その他の公益的機能の
高度発揮に重要な役割を果たしている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

   森林整備事業(直轄)は、東日本大震災の被災地において
国有林を対象とし、必要な森林整備を行っている。
　森林整備事業（補助）は、民有林で森林所有者や森林組
合、地方公共団体等が行う間伐等とこれらの施業を実施する
ために必要となる路網整備等を支援している。また、森林整
備事業（国研）は民有林で森林所有者の自助努力では適切
な整備が困難な奥地水源林を対象としている、

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

国有林における森林整備事業については、各森林管理局が
直接事業を実施することとなっており、他の手段は考えられな
い。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

国民共通の財産である国有林において、公益的機能を持続
的に発揮する「災害に強い森林づくり」や放射性物質の影響
を受けた森林の整備を被災地のニーズを踏まえ実施するもの
である。

各森林管理局が国有林野の管理経営を行うこととなってお
り、国有林における森林整備事業については、国が実施する
必要がある。

○

森林整備事業（補助）0103

復興庁

○

中間段階の支出はない。

復興庁

事業番号 事業名所管府省名

森林整備事業（国研）0104

繰越額は、入札不調等により年度内の完了が困難となり翌年
度へ繰り越したものである。



( )

平成30年度 98

平成29年度 0105

97 平成25年度 129

平成26年度 148 平成27年度 0148 平成28年度 0132

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成31年度 復興庁 0102

点検結果

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

的確なニーズ把握に努め、引き続き効率性に留意しつつ予算の執行を進めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

現
状
通
り

対象外

引き続き、効率的・効果的な予算の執行に努めていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

【事業の効率性】
　一部の事業において一者応札となっており、発注情報の早期かつ詳細な公表に努めるとともに、早期発注により公告期間や工期を確保するな
どして、競争性・透明性の一層の確保に取り組む。
　特に、地域の林業会社や森林組合等が請け負う造林、間伐等の森林施業については、民有林・国有林共通の森林施業の担い手である林業労
働者や事業体数の減少が進む中で、継続的に競争性を確保していくためには、地域差や新規参入に係る実情等も踏まえつつ、事業発注を通じ
た事業体の育成にも努める必要がある。このため、総合評価落札方式での入札において、民有林における整備実績や、作業員の雇用形態等雇
用条件の改善を促す効果が期待される項目などを評価すること等に取り組む。

【事業の必要性】
被災地の国有林野において、「災害に強い森林づくり」を推進するともに、放射性物質の影響を受けた森林の整備に対する被災地のニーズを踏
まえ事業を実施するものであり、必要性は高い。

【事業の有効性】
「東日本大震災からの復興の基本方針」に基づき、森林の公益的機能の発揮による災害に強い森林づくりを推進するともに、森林・林業・木材産
業を自立した地域の基幹産業として再生するための震災復興関連事業であり有効性は高い。

【事業の効率性】
本事業の実施にあたっては、一般競争入札又は総合評価落札方式により入札を行い事業実施者と契約を締結しており、競争性・透明性が確保
されている。また、事業の仕様においても、列状間伐等効率性の高い作業システムを積極的に採用していることに加え、事業規模の拡大による
効率的な事業区域の設定等により、単位当たりコストの削減にも取り組んでいる。



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

①造林・間伐等経費 １，５５３百万円
・一般競争（総合評価） １，５４９百万円

奥久慈林業協同組合 ７６３百万円 外９社

・一般競争（最低価格） ５百万円

（株）ゼロ ５百万円

②建設費 １３９百万円

・一般競争（総合評価） １３９百万円

（株）橋本組 １１６百万円 外１社

③役務費 ２９百万円

・一般競争（最低価格） ２９百万円

石川林業建設（株） １０百万円 外６社

復興庁
（東日本大震災復興特別会計）

２，１４９百万円

林野庁
２，０５７百万円

林野庁へ移し替え

２，０５７百万円

２，０５７百万円（元年度執行額）

A. 森林管理局 ２，０５７百万円
（関東森林管理局 １，７２１百万円 外１森林管理

更新・保育等造林事業の実施に係る契約事務

B. 支出先 ２，０５７百万円
（奥久慈林業協同組合 ７６３百万円 外２２社）

更新・保育等造林事業の実施

【関東森林管理局の執行状況 １，７２１百万円】



支出先上位１０者リスト

A.

B

335 その他

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

北日本策動（株） 6410001005711
製品生産、造林事業の実施
等

46
一般競争契約
（総合評価）

2 98.5％ -

18

16

17

明和フォレステック
（有）

5400602001326
製品生産、造林事業の実施
等

40
一般競争契約
（最低価格）

1 88％ -

会津若松地方森林組
合

5380005008054
製品生産、造林事業の実施
等

63
一般競争契約
（総合評価）

2 88.3％ -

一般競争契約
（総合評価）

1 93.3％ -

6

7

4

5

磐城林業共同組合 3380005006027 上記１契約以外 185
一般競争契約
（総合評価）

- - -

10

11

8

9

（株）橋本組 3380001016649
製品生産、造林事業の実施
等

66
一般競争契約
（総合評価）

3 98.5％ -

（株）村井林業 5370101001723
製品生産、造林事業の実施
等

107
一般競争契約
（総合評価）

1 99％ -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

奥久慈林業協同組合 2380005004774
製品生産、造林事業の実施
等

424
一般競争契約
（総合評価）

1 -

一般競争契約
（総合評価）

- - -

磐城林業共同組合 3380005006027
製品生産、造林事業の実施
等

203
一般競争契約
（総合評価）

1 95.4％ -

2

99.7％

奥久慈林業協同組合 2380005004774 上記１契約以外 339

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

-

製品生産、造林事業の実施
等

製品生産、造林事業の実施
等

契約方式等

その他

2

- -

法　人　番　号

4000012080002

4000012080002 1,721

入札者数
（応募者数）

落札率

1

- -

造林・間伐等
経費

間伐等の実施に係る請負費（奥久慈林業協
同組合７６３百万円、一般競争入札（総合評
価））

費　目

計 1,721 計 763

費　目 使　途

森林整備事業を実施するために必要な調査
経費（石川林業建設（株）１０百万円、一般競
争入札（最低価格））

29

B.奥久慈林業協同組合
金　額

(百万円）

1,553

建設費
林道・作業道の新設や改良に係る経費（（株）
橋本組１１６百万円、一般競争入札（総合評
価））

間伐等の実施に係る請負費

139

使　途

造林・間伐等
経費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.関東森林管理局

役務費

3380001016649 上記２契約以外 58
一般競争契約
（総合評価）

- - -

栗城林業（株）

白河・石川地区素材
生産共同企業体

（株）村井林業 5370101001723 上記１契約以外 49
一般競争契約
（総合評価）

- - -

-

763

一般競争契約
（最低価格）

製品生産、造林事業の実施
等

152
一般競争契約
（総合評価）

1 99.9％ -

（株）橋本組

（株）橋本組 3380001016649
製品生産、造林事業の実施
等

8 2 95.6％ -

製品生産、造林事業の実施
等

71
一般競争契約
（総合評価）

2 96.3％ -

北日本策動（株） 6410001005711 上記１契約以外 24
一般競争契約
（総合評価）

14

15

12

13

8380001019754

-

明和フォレステック
（有）

5400602001326
製品生産、造林事業の実施
等

13
一般競争契約
（総合評価）

1 94.7％ -

奥州地方森林組合 4400605000714
製品生産、造林事業の実施
等

50

- - -

会津若松地方森林組
合

5380005008054 上記１契約以外 3
一般競争契約
（総合評価）

- -

東北森林管理局

関東森林管理局
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